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命 令 書 

 

 

再 審 査 申 立 人    Ｙ会社 

 

 

再 審 査 被 申 立 人    Ｘ組合 

 

 上記当事者間の中労委令和４年（不再）第２２号事件（初審大阪府労委令和

３年（不）第２３号事件）について、当委員会は、令和６年４月１７日第   

３５５回第三部会において、部会長公益委員石井浩、公益委員鹿野菜穂子、同

松下淳一、同鹿士眞由美、同小西康之出席し、合議の上、次のとおり命令する。 

 

主        文 

 

１ 初審命令主文を次のとおり変更する。 

Ｙ会社は、本命令受領後、速やかに下記の内容の文書をＸ組合に交付しな

ければならない。 

 

記 

年  月  日 

Ｘ組合  

執行委員長 Ａ１ 様 

                        Ｙ会社 

                         代表取締役 Ｂ１ 
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 当社が、貴組合から令和３年４月１２日、同月１６日及び同月２２日付け

で申入れのあった団体交渉に応じなかったことは、中央労働委員会において、

労働組合法第７条第２号に該当する不当労働行為であると認められました。

今後、このような行為を繰り返さないようにいたします。 

２ Ｙ会社のその余の再審査申立てを棄却する。 

 

理        由   
 

第１ 事案の概要等 

 １ 事案の概要 

再審査被申立人Ｘ組合（以下「組合」という。）は、再審査申立人Ｙ会

社（以下「会社」という。）に対し、組合員Ａ２（以下「Ａ２組合員」と

いう。）及び組合員Ａ３（以下「Ａ３組合員」といい、Ａ２組合員と併せ

て「両組合員」ということがある。）に対する昇進差別（なお、組合は、

「昇格」や「昇格差別」の用語を用いているが、組合が本件で問題として

いる事柄は「昇進」や「昇進差別」であると考えられるから、文書の記載

をそのまま引用するような場合を除き、これらの用語を用いることとす

る。）やその関連事項について、令和３年４月１２日付け団体交渉申入書

（以下「４．１２団交申入書」という。）、同月１６日付け団体交渉申入

書（以下「４．１６団交申入書」という。）及び同月２２日付け団体交渉

申入書（以下「４．２２団交申入書」という。）により、団体交渉を開催

する希望日時を記載の上、３回にわたり団体交渉を申し入れた（以下、こ

の３回の団体交渉申入れを併せて「本件団体交渉申入れ」という。）。こ

れに対し、会社は、各団体交渉申入書記載の協議事項には不明瞭な点があ

るとして、昇進差別の具体的内容等や関連事項の内容を明らかにするよう
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求め、団体交渉の開催日時について回答や対案を示すこともなかった。 

本件は、組合が、本件団体交渉申入れに対する会社の対応は労働組合法

（以下「労組法」という。）第７条第２号の不当労働行為に該当するとし

て、令和３年５月７日、大阪府労働委員会（以下「大阪府労委」という。）

に救済申立てをした事案（以下「本件初審申立て」という。）である。 

２ 初審において請求した救済内容の要旨 

⑴ 令和３年４月１２日の団体交渉申入れ事項についての誠実団体交渉応

諾 

⑵ 本件団体交渉申入れを拒否したことについての謝罪文の提出、掲示、

社内ネットワークへの掲載及び全社員への社内メールでの送信 

３ 初審命令の要旨 

大阪府労委は、令和４年５月１３日付けで、本件団体交渉申入れに対す

る会社の対応は労組法第７条第２号の不当労働行為に該当するとして、団

体交渉応諾（初審命令主文第１項）及び文書手交（同第２項）を命じるこ

とを決定し、同年５月１６日、当事者双方に対し、命令書（以下「初審命

令」という。）を交付した。 

４ 再審査申立ての要旨 

会社は、令和４年５月２７日、上記３の初審命令を不服として、同命令

主文第１項及び第２項の取消し並びにこれらに係る救済申立ての棄却を求

めて再審査を申し立てた（令和４年（不再）第２２号事件。以下「本件再

審査申立て」という。）。 

５ 本件の争点 

 本件団体交渉申入れに対する会社の対応は、労組法第７条第２号の不当

労働行為に該当するか。 

 

第２ 当事者の主張 
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１ 会社の主張 

⑴ 本件団体交渉申入れに対する会社の対応等について 

組合からの本件団体交渉申入れに係る４．１２団交申入書、４．１６

団交申入書及び４．２２団交申入書には、協議事項として、いずれも

「１、本年４月１日付けの昇格について。Ａ２組合員、Ａ３組合員の昇

格がなされなかったことについて昇格差別であると考えている件も含め

て。２、上記の関連事項」（以下、当該「協議事項」を｢本件団体交渉

事項｣ということがある。）と記載されていた。これに対し、会社は、

本件団体交渉事項には、「も含めて」、「上記の関連事項」など不明瞭

な点があり、そのままでは本件団体交渉事項が義務的団交事項に該当す

るか否かを判断できなかったことから、そのことを判断するための準備

段階として、同月１５日付けの「回答書」（以下「４．１５回答書」と

いう。）、同月１９日付けの「回答書」（以下「４．１９回答書」とい

う。）及び同月２７日付けの「回答書」（以下「４．２７回答書」とい

う。）により、上記の点を具体的に指摘して組合に説明を求めたもので

あるが、組合はこれを明らかにしないまま、会社が団体交渉を拒否した

ものと一方的に断じて、本件初審申立てに及んだ。 

上記のとおり、会社は、組合の団体交渉申入れに対し、本件団体交渉

事項が義務的団交事項に該当するか否かを判断するために回答書により

釈明を求めたにもかかわらず、組合から何らの回答もなく結果として団

体交渉が行われなかったにすぎない。そうであるにもかかわらず、この

ような経緯について、組合は協議事項について十分な回答を行っている

とし、会社に団体交渉に応じない正当な理由があったとみることはでき

ないと判断した初審命令は誤りである。会社は団体交渉を拒否する意向

は一切示しておらず、むしろ、場合によっては団体交渉を行う必要があ

ると認識をしていたことから、上記の対応に出たもので、会社の求釈明
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は合理的なものであり必要性も認められるものである。 

⑵ 中央労働委員会（以下「中労委」ということがある。）における立会

団交等について 

中労委は、本件団体交渉事項等に関し、公益委員らの立会いの下で団

体交渉を行うことを勧め、会社及び組合がこれを受け入れたことから、

令和５年２月２２日、本件団体交渉事項について公益委員ら立会いの下

で団体交渉（以下「本件立会団交」という。）が行われた。 

また、中労委は、同年４月３日、本件立会団交の経過を踏まえ、会社

及び組合に対し、「事件解決のための勧告」（以下｢本件勧告｣という。)

を行い、会社はこれを受諾する意向を表明したが、組合はこれを拒否し

た。ところで、本件勧告の第１条には、本件団体交渉申入れの件が円満

に解決したことを確認するとの記載が存しており、この記載は、本件立

会団交について会社が誠実に対応したことから、中労委として、本件団

体交渉申入れの件はもはやその目的を遂げていて円満解決の状態にある

と理解認識していることを示している。 

以上のとおり、本件団体交渉事項に関わる団体交渉は既に行われ、し

かも、会社が本件勧告に沿った対応を行う旨を表明しており義務的団交

事項に関わる団体交渉申入れについて紛争が生じるおそれは存しないか

ら、会社に対し、本件団体交渉申入れの拒否に対する是正措置たる救済

命令を発する理由も必要性もなく、ポスト・ノーティスも含め、本件に

ついては、もはや救済利益は存しないというべきである。 

２ 組合の主張 

⑴ 本件団体交渉申入れに対する会社の対応等について 

ア 会社は、組合からの団体交渉申入れに対し、協議事項が団体交渉事

項か否かを判断するための準備段階として釈明を求めたにもかかわら

ず、組合はこれを明らかにしないまま会社が団体交渉を拒否したと断
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じたと主張するが、次のとおり、組合は会社の求釈明に誠実に対応し

ている。 

組合は、４．１５回答書に対する４．１６団交申入書の前文で、両

組合員の後輩や両組合員より社歴の短い社員（以下「後輩ら」とい

う。）が先に昇進している事実があり、組合としては勤務の正当な評

価結果でなく、明らかな組合員であるが故の差別であると認識してい

るとして、協議事項の具体的理由や根拠を示している。また、両組合

員の後輩らが昇進している事実は、会社が全社連絡掲示板で公表した

「２０２１年４月１日辞令」の昇進者名簿から判明したとして、団体

交渉を求める理由の根拠を示している。 

なお、組合は、昇進の基準と昇進した従業員の確認を行った上で、

Ａ２組合員及びＡ３組合員が昇進しない理由について会社から説明を

受け、その上で、組合員であるが故の昇進差別であるとの見解を述べ

たいと考えていた。したがって、組合が掌握している昇進者と比較す

るために、会社からの説明や資料提出を求めることなどが「上記の関

連事項」になると予定していた。 

イ 昇進は、労働条件である賃金を大きく左右するものであるから、会

社には、昇進の基準や決まりがないなら、運用しているその仕組みや

評価の説明を資料やデータをもって誠実に団体交渉で説明する義務が

ある。 

組合が示す具体的理由や根拠に対して異議や反論があれば、昇進の

基準、両組合員が昇進しない理由を含め、会社が団体交渉で説明すれ

ばよいのである。 

本件団体交渉申入れに対する会社の対応は、団体交渉応諾義務があ

るにもかかわらず、団体交渉の場で誠実に本件団体交渉事項の説明を

行うことを拒否するものである。 
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⑵ 本件立会団交等について 

本件立会団交は、中労委が勧めたことに乗って実施されたにすぎず、

憲法２８条でいう団体交渉権の成立ではないし、初審命令の命じた団体

交渉の履行でもなく、自主的な団体交渉でもない。会社が本件立会団交

に応じたからといって、不当労働行為事実が消滅することはない。また、

本件立会団交におけるＢ１社長の「検討します」、「検討したい」、「検討

させていただきます」との発言も、その場限りの発言で放置された状態

である。 

また、会社は、本件について救済利益は存しないとか、義務的団交事

項に関わる団体交渉申入れについて紛争が生じるおそれは存しないと主

張するが、和解が成立せず現在も紛争状態にあることからしても失当で

ある。 

 

第３ 当委員会の認定した事実 

１ 当事者 

⑴ 組合は、肩書地に事務所を置く、個人加盟を中心とする労働組合であ

り、再審査結審時の組合員は約１２０名である。 

⑵ 会社は、肩書地に本社を置く、フッ素樹脂焼付コーティング等を業と

する株式会社であり、その従業員は本件初審審問終結時約１００名であ

る。 

２ 令和３年４月１２日付け団体交渉申入れに至る経緯 

⑴ Ａ２組合員は、平成１９年４月１日付けで会社に入社し、大阪営業部

に配属された。同２６年１０月、大阪営業部が中日本営業部と西日本営

業部に分割されたことに伴い、Ａ２組合員は中日本営業部に異動し、同

２７年１０月、中日本営業部主任に昇進し、本件初審申立て後の令和３

年１０月１日、中日本営業部係長に昇進した。 
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⑵ Ａ３組合員は、平成２１年４月に会社に入社し、大阪営業部に配属さ

れ、その後、同年１０月に管理本部総務課、同２３年には南大阪工場に

異動し、同２８年１１月、本社工場メイン生産課に異動した。 

⑶ア 会社従業員Ａ（以下「社員Ａ」という。）は、平成１９年４月に会

社に入社し、生産部に配属され、同２７年１０月、本社工場メイン生

産課主任に昇進した。 

イ 会社従業員Ｂ（以下「社員Ｂ」という。）は、平成２１年４月に会

社に入社し、技術部に配属され、同３１年４月、東日本営業部に異動

し、令和元年１０月、東日本営業部主任に昇進した。 

ウ 会社従業員Ｃ（以下「社員Ｃ」という。）は、平成２４年４月に会

社に入社した中途採用者で、東京営業部に配属され、同２９年１０月、

東日本営業部主任に昇進した。 

エ 会社従業員Ｄ（以下「社員Ｄ」という。）は、平成２５年５月に会

社に入社した中途採用者で、本社工場生産課に配属され、令和２年４

月、本社工場生産管理課主任に昇進した。 

オ 会社従業員Ｅ（以下「社員Ｅ」という。）は、平成２６年１月に会

社に入社した中途採用者で、生産部に配属された。 

カ 社員Ｄと社員ＥはＡ３組合員より年下であり、また、社員ＡとＡ２

組合員及び社員ＢとＡ３組合員は、それぞれ同期入社である。 

⑷ 令和３年４月１日、会社は、社内ネットワーク上の全社連絡掲示板に

おいて、社員Ａを本社工場メイン生産課係長に、社員Ｂ及び社員Ｃを東

日本営業部係長に、社員Ｅを本社工場メイン生産課主任に、それぞれ命

ずる旨を含む「２０２１年４月１日辞令」を公表した。 

３ 本件団体交渉申入れ及び会社の対応 

⑴ 令和３年４月１２日、組合は会社に対し、４．１２団交申入書を提出

し、団体交渉を申し入れた。 
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４．１２団交申入書には協議事項（本件団体交渉事項）として、「１、

本年４月１日付けの昇格について。Ａ２組合員、Ａ３組合員の昇格がな

されなかったことについて昇格差別であると考えている件も含めて。２、

上記の関連事項」との記載のほか、団体交渉開催の希望日時（同月２１

日、同月２２日のいずれかの日の午後６時から２時間程度）、回答期限

（同月１６日午後５時）等の記載があった。 

⑵ 令和３年４月１５日、会社は組合に対し、４．１５回答書を提出した。 

４．１５回答書には、４．１２団交申入書に対する回答として、①組

合が協議事項として記載している「昇格差別」とは具体的にいかなる事

実を指し、具体的にどのような要求をして協議を求めているのか判然と

しない旨、②「も含めて」及び「上記の関連事項」の記載は極めて不明

瞭であり、団体交渉事項に該当するか否かが明らかでない旨、③これら

の点について明らかにすることを待つ旨、④基本的に個々の昇格・昇進

案件は専ら会社の経営権、人事権に属し、会社の裁量に委ねられている

旨等が記載されていた。 

⑶ 令和３年４月１６日、組合は４．１５回答書を受け、会社に対し、４．

１６団交申入書を提出し、再度、本件団体交渉事項について団体交渉を

申し入れた。 

４．１６団交申入書には、両組合員の後輩らが先に昇進している事実

があり、組合としては勤務の正当な評価結果でなく、明らかな組合員で

あるが故の差別であると認識しているとして、これら組合の指摘に対す

る合理的かつ正当な説明と、併せて両組合員が長らく昇進しない理由を

求めている旨の前文に続き、下記の内容で団体交渉を申し入れるとし、

団体交渉開催の希望日時（同月２１日、同月２２日のいずれかの日の午

後６時から２時間程度）、協議事項として本件団体交渉事項、回答期限

（同月１９日午後５時）等の記載があった。 
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⑷ 令和３年４月１９日、会社は組合に対し、４．１９回答書を提出した。 

４．１９回答書には、①４．１６団交申入書で記載されている両組合

員の後輩らが具体的に誰を指すのか不知であるが、昇進は年齢順及び勤

務年数順になされているわけではなく、後輩らが先に昇進している例は

両組合員に限ったことではない旨、②何をもって「差別」というのか、

４．１６団交申入書を子細に検討しても明らかではない旨、③組合は、

勤務の正当な評価結果ではなく明らかな組合員であるが故の差別である

と認識していると主張するが、根拠が明らかにされていない旨、④組合

が「差別」であると主張し、それを団体交渉を求める理由とする以上、

「差別」の具体的な内容及び根拠を示さなければ会社として検討の余地

がない旨、⑤４．１６団交申入書においても協議事項として記載されて

いる「も含めて」及び「上記の関連事項」の記載が具体的に何を指して

いるのか依然として曖昧模糊である旨、⑥基本的に個々の昇格・昇進案

件は専ら会社の経営権、人事権に属し、会社の裁量に委ねられている旨

の記載があった。 

⑸ 令和３年４月２２日、組合は４．１９回答書を受け、会社に対し、４．

２２団交申入書を提出し、本件団体交渉事項について改めて団体交渉を

申し入れた。 

４．２２団交申入書には、①会社は４．１９回答書において組合が

「差別」の具体的な内容及び根拠を示さなければ会社として検討の余地

がないと記載しているが、会社は情報を公開していないため、組合は比

較対象者を示すことができない旨、②過去に大阪府労委は、会社に対し

団体交渉に応じなければならない旨の命令を出している旨、③組合員が

得る昇進情報は社内での昇進者の公示のみであり、現在得ている情報は、

両組合員の後輩らが先に昇進している事実だけである旨、④組合は、両

組合員の同僚、後輩らと比較して昇進のないことが、組合員であるが故
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の差別と認識し、後輩らが先に昇進している事実は、客観的相対的にみ

ても正当な評価結果でないと認識している旨、⑤昇進は、労働条件に関

わる給与面を大きく左右するものである旨、⑥会社が「差別」でないと

するなら、その理由を団体交渉で説明すればよい旨、⑦４．１５回答書

及び４．１９回答書は協議事項を団体交渉の場で誠実に説明しようとす

ることを拒否しているものと判断する旨等の前文に続き、下記の内容で

団体交渉を申し入れるとし、団体交渉開催の希望日時（同月６日、同月

７日のいずれかの日の午後６時から２時間程度）、協議事項として本件

団体交渉事項、回答期限（同年４月２８日午後５時）、さらに、本件団

体交渉申入れを拒否又は前回、前々回の回答であれば、労組法第７条第

２号の不当労働行為として大阪府労委に申立てを行う旨の記載があった。 

⑹ 令和３年４月２７日、会社は組合に対し、４．２７回答書を提出した。 

４．２７回答書には、①４．２２団交申入書において、両組合員の後

輩らが先に昇進していることをもって「組合員であるが故の差別である」

と主張しているが、両組合員の後輩らとは具体的に誰を指しているのか

分からない旨、②昇進は年齢順や勤務年数順になされているわけではな

く、後輩らが先に昇進している例は両組合員に限ったことではない旨、

③両組合員の後輩らが先に昇進したことがあるからといって直ちに組合

差別とはいえない旨、④組合が「差別」であると主張し、それを団体交

渉を求める理由とする以上、「差別」の具体的な内容及び根拠を組合が

明らかにするべきであり、「差別」の根拠を両組合員の後輩らが先に昇

進している事実だけとしか言わないのであれば、会社として検討の余地

がない旨、⑤４．２２団交申入書において協議事項として記載されてい

る「も含めて」及び「上記の関連事項」等の記載は、具体的に何を指し

ているのか依然として曖昧模糊としている旨、⑥基本的に個々の昇格・

昇進案件は専ら会社の経営権、人事権に属し、会社の裁量に委ねられて
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いる事柄である旨等の記載があった。 

⑺ 令和３年５月７日、組合は、本件団体交渉申入れに対する会社の対応

が不当労働行為であるとして、大阪府労委に対し、本件初審申立てを行

った。 

４ 本件再審査申立て以降、本件立合団交開催までの経緯 

⑴ 令和４年５月１６日、大阪府労委は、組合の申立てを認める旨の命令

（初審命令）を発出した（前記第１の３参照）。 

同月２７日、会社は、初審命令を不服として当委員会に対し、再審査

を申し立てた（同４参照）。 

⑵ 令和４年８月３１日から同年１２月１６日までの間の３回にわたる調

査において、当委員会は、争点整理を行うとともに、話合いによる解決

を視野に入れ、組合及び会社に対し、本件解決の足がかりとなるよう本

件団体交渉事項について当委員会の委員の立会いの下で団体交渉を行う

ことを提案したところ、組合及び会社はこの提案を受け入れ、本件立会

団交が行われることになった。 

５ 本件立会団交 

⑴  令和５年２月２２日、当委員会は、当委員会西日本事務所において、

本件再審査申立てに係る第４回調査を行った。審査委員は、調査を一旦

中断し、その間に、審査委員、労働者参与委員及び使用者参与委員の立

会いの下で、本件団体交渉事項及び先行する救済申立事件（中労委令和

２年(不再)第５６号及び第５７号事件。本件再審査結審時現在、東京高

等裁判所において係争中。以下「前件」という。）に係る団体交渉事項

である「組合員３名に関する２０１８年１２月支給の賞与の支給額の根

拠の説明」（以下「前件団体交渉事項」という。）を議題とする本件立

会団交が行われた。組合側からはＡ１執行委員長（以下「Ａ１委員長」

という。）、Ａ４組合員、Ａ２組合員、Ａ３組合員外１名が、会社側か
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らはＢ１社長、Ｂ２専務、社外取締役であるＢ３弁護士（以下「Ｂ３取

締役」という。）の３名が、それぞれ出席した。 

⑵ 本件立会団交においては、冒頭のＢ１社長及びＡ１委員長の挨拶に続

いて前件団体交渉事項に係る交渉が行われ、その後行われた本件団体交

渉事項に係る交渉において、概要以下のやりとりがあった。 

ア Ａ１委員長が、令和３年４月１日の時点で両組合員が昇進しなかっ

た理由を質問したのに対し、Ｂ２専務は、昇進に至る流れを記載した

資料を配付の上、①昇進に当たっては、上司からの上申が必要であり、

この上申を受けて取締役会で審議しており、たとえば勤続３年ごとに

自動的に審議するということではないこと、②昇進は、基本的に４月

と１０月に行われており、令和３年４月の昇進に係る取締役会におけ

る審議は同年３月８日に実施されたこと、③Ａ２組合員の係長への昇

進に係る上申書については、上司であるＡ４組合員から同年４月の昇

進に係る取締役会の審議後に提出されたことから、同年１０月の昇進

に係る取締役会で審議され、係長に昇進したことを説明した。 

イ その後、Ａ４組合員が、我々が聞きたいのは、後輩の社員Ｂ、Ｃが

先なのはなぜか、その理由はなぜか、単純にそれだけであると問うと、

Ｂ２専務は、同年４月にＡ２組合員の昇進がなかったことについては、

勤続年数とかではなく、上申がなかったことが理由である旨回答した。

この回答に対し、Ａ４組合員が自分は以前に申請していると述べると、

Ｂ２専務は、以前の上申は上申があったときに審議している旨答え、

さらに、Ａ４組合員が、社員Ｃを昇進させるときにＡ２組合員の考え

は浮かばなかったのか、何月何日までに申請してくださいという通達

があるのかを問うと、Ｂ２専務は、通達はない旨、Ａ４組合員から上

申があったときには、取締役会でその都度間違いなく審議している旨

答えた。Ａ４組合員は、申請の有無以外にＡ２組合員が昇進しなかっ
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た理由を説明するよう求めた。 

ウ Ａ４組合員の発言を受けて、Ｂ２専務が、Ａ２組合員の昇進に係る

上申に記載されていたＡ４組合員の評価を説明しようとしたところ、

Ａ１委員長から、昇進昇格については、勤続年数も年齢も関係なく、

上司の上申がない限り対象にならないという理解でよいかと確認を求

められた。そこで、Ｂ３取締役は、再度、昇進に至る流れを記載した

資料に沿って、形式的要件として、上申が最低限必要であり、これが

なかったら取締役会に上がっていないから昇進しないこと、実質的要

件として、取締役会の承認が必要であるが、上申があったからといっ

て必ず昇進するわけではなく、また、承認するか否かの判断において

は、勤続年数も関係ないということではなく、いろいろなものを総合

考慮して審議していることを説明した。 

この説明に対し、Ａ１委員長は、いろいろなといって曖昧にしない

で、何と何と何か具体的に言ってもらいたい、今回聞く話は全部初め

てであり、勤続は関係ない、年齢も関係ないと言われた旨の発言があ

り、これに対して、Ｂ３取締役は、勤続は関係ないとは言っていない

旨を述べるなど両名の間で言った言わない旨のやりとりが続いた。 

上記やりとりの後、Ａ１委員長は、改めてＢ１社長に対し、昇進昇

格に当たって勤続年数や年齢を考慮するかどうかを質問した。Ｂ１社

長は、勤続年数だけでは判断していないが、ある程度は配慮の中には

入ってくると思う旨、年齢は関係ない旨、上司からの上申の内容は考

慮する旨回答した。この回答を受け、Ａ１委員長から、上申の内容

（上司の評価）について、前件団体交渉事項に関して配付された査定

表のような表や点数などの基準があるのかとの質問があり、Ｂ１社長

は、基準はない旨回答した。 

続いて、Ａ１委員長が、基準はないが上司の評価は考慮に入れると
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いうことかと問うと、Ｂ２専務は、Ａ４組合員がＡ２組合員の係長昇

進に関し、平成３０年の冬以降に提出した申請書の評価の内容につい

て、「担当業務において困難に直面したとき、それを解決すべく精力

的に取り組めるようになっている。一人で解決できなかった場合でも

周囲に相談し、周囲に適切な手助けを求めることができた。｣など、

「一人で解決できなかった場合でも」となっていたところ、令和３年

１０月昇進の際に審議された評価では「顧客対応、社内調整において、

こちらが援助等することがほとんどないほどレベルアップしている」

として、「援助がいらない」と明らかに評価が変わっていることを挙

げるとともに、自身も審議において、Ａ２組合員には営業部門におい

て部下はいなかったが、部下がついてもよく導いてくれるだろうと述

べた記憶がある旨述べて、同月にＡ２組合員が昇進した理由を説明し

た。 

エ さらに、再度、Ａ１委員長が、昇進の基準は上司からの上申の内容

と勤続以外に何かあるのか、取締役会の議論基準はどういうものかと

Ｂ１社長に質問したのに対し、Ｂ３取締役が明確な判断基準を言うの

は難しいと答えると、Ａ１委員長が同取締役には聞いていない、社長

に聞いているとき口出ししないでくださいなど、同取締役の発言を遮

る発言を重ねた。 

その後、Ｂ１社長から改めて、①上申、②上申の内容、③極端に勤

続年数が短い場合には対象にならない、その三つが一番大切なものに

なり、それ以外にも、実績や営業の場合はお客をどれだけ増やしてい

るのかなども当然加味される旨説明した。 

オ Ｂ１社長の説明後、Ａ１委員長から、我々は、勤続と年齢しか情報

がなかったので、それで比較対象者を何人か出させてもらったのでそ

の人の要素のデータを提出してほしい、それで比較してＡ２組合員の
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昇進が遅かったのも理解できるか、令和３年１０月になったのも理解

できるか判断したい旨の発言があり、Ｂ３取締役が、他の者のデータ

の提供は、プライバシーに関わることなので無理である旨回答した。

Ａ１委員長は、組合員だから差別しているのではないかと組合は疑念

を持っているのであるから、会社はデータを提供する必要があり、出

さないのであれば、組合の言うとおりに他の人と同じように組合員を

昇進させるよう求め、比較対象となる者の資料を提供できる労使関係

にしましょうと述べて重ねてデータの提出を求めたが、Ｂ１社長、Ｂ

２専務及びＢ３取締役は、必要ない旨答えた。 

さらに、Ａ１委員長が、昇進がない場合や、あっても遅い場合に正

当か否かを判断するために資料がいる旨述べると、Ｂ３取締役は、昇

進が遅いと言われている点については、合理的説明をまたきちんとさ

せてもらう、資料の提供の点に関しても、組合がそう言っているとい

うことは聞いた旨答えた。Ａ１委員長は、組合は比較できるような資

料の提供を受けて、ジャッジできるような状態にしなければ、労使関

係は正常化しないと思っている旨述べた。そして、この発言に対し、

Ｂ３取締役がさっき申し上げたとおりであると答えると、Ａ１委員長

が「ちょっとお前はだまっとけ」などと発言したため、Ｂ１社長は、

組合の姿勢は正常な労使関係を求めている姿勢とは思えない旨、お互

いに尊重してやっていこうという姿勢がみえない発言である旨述べる

などした。 

その後、Ａ１委員長が、労使関係では、賃金の高い低いなど、全て

のデータを公開しないと分からない旨、評価や賃金が正当か不当か、

是正要求する必要があるのかどうかを判断するための基準として個人

情報の公開を求めている旨を述べると、Ｂ１社長は、情報公開はとも

かくとして、組合が、昇進について組合員差別があったと主張してい
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ることは、今日の立会団交で聞き、理解をした、それについて会社側

として、出せるものがあれば出していきたい、検討したいと答えた。 

カ 次に、Ａ１委員長から、Ａ３組合員については上申がなかったのか

との質問があり、Ｂ２専務がなかった旨答えた。続いて、Ａ３組合員

から、前件団体交渉事項にも関わる自身の人事考課の点数を教えてほ

しい旨の発言があり、Ｂ２専務は、Ａ３組合員の査定表から平成３０

年１１月時点における人事考課の点数を挙げるとともに、上申はこれ

までにもなかった旨を説明した。 

また、Ａ１委員長が、Ａ３組合員は上申がなかったから対象になら

ないということだが、同人の職場が変わった経緯は配慮されないのか

と問うと、Ｂ１社長は、配慮されない旨答えた。これに対し、Ａ１委

員長が、職場が変わった経緯は配慮されないことについて、昇進や昇

格の問題を入れて交渉議題とした場合、団体交渉を受けてもらえるか

と問うと、Ｂ１社長は、中身によるが、今日、Ａ１委員長が言ったこ

とを受けて検討させてもらう旨回答した。 

引き続き、Ａ３組合員から、異動前の部署で身につけた知識や専門

性は現在の部署ではほとんど使えなくなったが、異動前の努力は全く

考慮されないのかとの質問があり、Ｂ２専務が、上申があった場合に

対象者のこれまでの経験は考慮することになると思う旨、Ａ３組合員

を直接査定し教育している直属の上司が上申し、それを受けて取締役

会でいろいろな条件を評価するということはあると思う旨、Ａ３組合

員が多種多様なキャリアを持っていることは重々承知している旨回答

し、Ｂ１社長は、異動は昇進の審議の際の中身ではないが、物作りの

基本は同じで、今のパフォーマンスは、過去から培ってきたものの集

大成として現在の職場でも役に立っているはずであり、それは大いに

みさせてもらう旨述べた。 
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Ａ１委員長は、Ａ３組合員は上申がなかったから昇進対象にならな

かったというのが会社の現段階の見解であるが、昇進対象者と思える

従業員について上申がなかった場合に苦情を言える場であるとか、上

司が上申する機会を設けることなども含んで検討してほしいとの趣旨

を述べた。 

キ 立会団交終了予定時刻となり、本件立会団交は終了した。 

６ 本件立会団交後の経緯 

⑴ 令和５年２月２２日、審査委員は、本件立会団交終了後、第４回調査

を再開し、労使双方に対し、次回期日までの間に当委員会から提示する

和解条項案について検討するよう指示した。 

⑵  令和５年４月３日、当委員会は、労使双方に対し、審査委員及び労使

参与委員の連名により、本件解決のため、以下の内容を含む和解条項案

を提示し、十分検討するよう勧告した（本件勧告）。 

「１ 会社及び組合は、中央労働委員会における和解によって、本件

及び前件が円満に解決したことを相互に確認するとともに、今後

の円満かつ正常な労使関係を実現するため、立会団交の経緯を踏

まえ、団体交渉を誠実に行うことを含め良好な労使関係を構築す

るように相互に協力する。                」  

⑶ 令和５年４月１２日、当委員会は、本件再審査申立てに係る第５回調

査を行った。 

第５回調査において、会社は、本件勧告を受諾する旨の意向を示した。

一方、組合は、和解を検討する条件として、前件に係る再審査命令に対

し会社が訴訟提起し、東京高裁に係属中の事件及び本件再審査申立てを

会社が取り下げた上で、両事件の団体交渉議題について誠実に団体交渉

を実施することが前提である旨を主張し、結果、本件勧告の受諾に応じ

なかった。 
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⑷ 令和５年５月９日、本件再審査申立ては結審した。 

なお、本件立会団交が行われて以降同日までの間に、組合は、会社に

対して本件団体交渉事項を議題とする団体交渉を申し入れておらず、提

供を求めた両組合員との比較対象者の要素データ等について、会社の検

討結果を求めてもいない。 

 

第４ 当委員会の判断 

１ 本件団体交渉申入れに対する会社の対応は、労組法第７条第２号の不当

労働行為に該当するか(争点)。 

⑴ 本件団体交渉申入れに対する会社の対応等について 

会社は、本件団体交渉事項には不明瞭な点があり、これが義務的団交

事項に該当するか否かを判断することができなかったことから、組合に

釈明を求めたにもかかわらず、組合から何らの回答もなく結果として団

体交渉が行われなかったものにすぎないのであって、会社の求釈明は合

理的で必要性も認められると主張する。 

そこで、この点について検討する。 

ア まず、本件団体交渉申入れに至る経緯についてみる。 

(ｱ) 令和３年４月１日、会社は、社内ネットワーク上の全社連絡掲示

板において、「２０２１年４月１日辞令」を公表した。 

同辞令には、Ａ２組合員と同期である社員Ａを本社工場メイン生

産課係長に、Ａ３組合員と同期である社員Ｂを東日本営業部係長に、

Ａ３組合員より年下である社員Ｅを本社工場メイン生産課主任に、

Ａ２組合員が主任に昇進して２年後の平成２９年１０月に東日本営

業部主任に昇進する辞令を受けていた社員Ｃを東日本営業部係長に、

それぞれ命ずる旨が記載されていた。（前記第３の２⑶ア、イ、ウ、

オ、カ、同⑷） 
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(ｲ) 前記第３の３⑴認定のとおり、組合は、４．１２団交申入書によ

り、「１、本年４月１日付けの昇格について。Ａ２組合員、Ａ３組

合員の昇格がなされなかったことについて昇格差別であると考えて

いる件も含めて。２、上記の関連事項」を協議事項（本件団体交渉

事項）として団体交渉を求めている。 

上記団交申入書の文言からすれば、本件団体交渉事項は、組合が、

「２０２１年４月１日辞令」において、令和３年４月１日付けで両

組合員の昇進がされなかったことは昇進差別であるとして問題視し、

この点について会社に団体交渉を申し入れるというものであると認

められる。 

そして、Ａ２組合員は、平成２７年１０月１日に主任に昇進した

ものの、「２０２１年４月１日辞令」では昇進対象者となっておら

ず、また、Ａ３組合員は平成２１年４月に入社後、昇進辞令を受け

たことがなかった（前記第３の２⑴、⑵）。そのような状況におい

て、上記(ｱ)のとおり、会社は、「２０２１年４月１日辞令」によ

り、Ａ２組合員と同期の社員ＡやＡ３組合員と同期の社員Ｂを係長

に、Ａ３組合員より年下である社員Ｅを主任に、また、Ａ２組合員

が主任に昇進した２年後の平成２９年１０月に主任に昇進していた

社員Ｃを係長に、それぞれ昇進させていることに鑑みると、組合に

おいて、令和３年４月１日付けで両組合員の昇進がされなかったこ

とについて、組合の組合員であるが故に不利益に取り扱われている

疑いがあると考えたことにはそれなりに理由があるといえ、組合員

が得る昇進情報は社内での昇進者の公示のみであることから、組合

は、この疑念を解消するには、団体交渉で昇進の根拠等について説

明を求めるよりほかにないとして、会社に対して団体交渉での協議

を求めたものと認められる。 
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イ 次に、本件団体交渉申入れに対する会社の対応が、正当な理由のな

い団体交渉拒否に当たるか否かについてみる。 

(ｱ) 会社は、４．１２団交申入書に対し、４．１５回答書において、

①本件団体交渉事項の「昇格差別」とは具体的にいかなる事実を指

し、具体的にどのような要求をして協議を求めているのか判然とせ

ず、また、②「も含めて」及び「上記の関連事項」の記載は極めて

不明瞭で、団体交渉事項に該当するか明らかでないなどとしてこれ

らの点について明らかにすることを求めるとともに、個々の昇格・

昇進案件は専ら会社の経営権、人事権に属し、会社の裁量に委ねら

れている旨回答した（前記第３の３⑵）。 

そこで、組合は、４．１６団交申入書により、両組合員より後輩

らが先に昇進している事実があり、組合としては勤務の正当な評価

結果ではなく明らかな組合員であるが故の差別であると認識してい

るとして、この点に関する合理的かつ正当な説明や両組合員が長ら

く昇進しない理由の説明を求めるとともに、再度団体交渉を申し入

れた。これに対し、会社は、４．１９回答書において、両組合員の

後輩らが具体的に誰を指すのか分からないが、昇進は年齢順及び勤

務年数順になされているわけではなく後輩らが先に昇進している例

は両組合員に限ったことではなく、「差別」を団体交渉を求める理

由としている以上、「差別」の具体的な内容及び根拠が示されなけ

れば会社は検討の余地がないし、また、「も含めて」及び「上記の

関連事項」が具体的に何を指しているのか依然として曖昧模糊であ

るとして、これらについて組合に釈明を求めた（同⑶、⑷）。 

さらに、組合から、４．２２団交申入書により、会社は情報を公

開していないため、組合は比較対象者を示すことができない旨、組

合員が得る昇進情報は社内での昇進者の公示のみで、現在得ている
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情報は、両組合員の後輩らが両組合員よりも先に昇進している事実

だけであり、この事実から、組合は、両組合員が同僚や後輩らと比

較して昇進がないことが、組合員であるが故の差別であると認識し

ている旨の説明を受け、昇進は労働条件に関わる給与面を大きく左

右するものであるとして、改めて団体交渉の申入れをされたのに対

し、会社は、４．２７回答書において、４．１９回答書と同趣旨の

回答を行い、組合が求める団体交渉日時について、一切触れること

なく組合に釈明を求めている（同⑸、⑹）。 

(ｲ) 以上のとおり、会社は、組合から本件団体交渉事項について３回

にわたり団体交渉を申し入れられたにもかかわらず、いずれに対し

ても、「差別」の具体的な内容や根拠が判然としないとか、「も含

めて」及び「上記の関連事項」の内容が不明瞭であるなどとして団

体交渉に応じていない。 

この間、組合は、４．１２団交申入書によって、両組合員の昇進

差別について団体交渉を申し入れた後、会社の求釈明に応じて、４．

１６団交申入書及び４.２２団交申入書において、組合員が得るこ

とのできる昇進情報は社内での昇進者の公示に限られ、それによれ

ば、両組合員の後輩らが両組合員よりも先に昇進しており、この事

実から、両組合員に昇進がないのは組合員であるが故の差別である

と認識しているなどと、団体交渉を求める理由等を具体的に説明し

てきた。なお、ある従業員を昇進させるか否かは会社の裁量的判断

に委ねられているものではあるが、昇進は、一般に賃金に連動する

ものとして労働条件に関連する事項であり、また、上記(ｱ)のとお

り、本件団体交渉事項は、単純に両組合員の昇進を要求するという

ものではなく、会社の昇進において両組合員が組合員であることの

故に後輩らと比較して不利益に取り扱われている疑いがあるとして、
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会社に対し、両組合員が令和３年４月１日付けで昇進されなかった

理由の説明等を求めるものであるから、本件団体交渉事項が義務的

団交事項に当たることは明らかである。 

そして、本件団体交渉事項のうち、「も含めて」及び「上記の関

連事項」の記載が会社にとって不明瞭であったとしても、会社が団

体交渉において本件団体交渉事項に関する必要な説明や交渉を行う

ことに支障を来すようなものであるとは認め難い。 

そうすると、組合が４．１６団交申入書及び４．２２団交申入書

において団体交渉を求める理由を具体的に説明しているにもかかわ

らず、会社は４．２７回答書により同趣旨の求釈明を繰り返したこ

とになるが、このような会社の対応は、本件団体交渉事項が義務的

団交事項に該当するか否かを判断するために、本件団体交渉事項の

不明瞭な点を明らかにするという程度を超えた合理性や必要性を欠

くものであり、実質的には団体交渉を拒否するものであるといわざ

るを得ない。 

(ｳ) 以上によれば、会社が本件団体交渉申入れに応じなかったことに

正当な理由はなく、これは労組法第７条第２号の不当労働行為に該

当する。 

⑵ 本件立会団交について 

ア 会社は、本件立会団交において、本件団体交渉事項に関する団体交

渉が行われ、また、会社において本件勧告に従った対応を行う旨を表

明しており、義務的団交事項に関わる団体交渉申入れについて紛争が

生じるおそれは存しないから、本件ではもはや救済の利益は存しない

旨主張する。 

しかしながら、前記⑴のとおり、会社が本件団体交渉申入れに応じ

なかったことは労組法第７条第２号の不当労働行為に該当するところ、
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会社は、現時点でも、これが不当労働行為に当たることを否定してい

ること、本件団体交渉事項は、両組合員が令和３年４月１日に昇進し

なかったことに関わるものであり、組合は同月中に会社に対して団体

交渉を申し入れたにもかかわらず、本件立会団交が行われたのは令和

５年２月に至ってからであって、組合としては、適切な時期に団体交

渉をする機会を失ったこと、本件立会団交も、当委員会の提案により

行われたものであること、その他上記不当労働行為の内容等の諸般の

事情に照らすと、本件において救済の利益は失われていないものと認

められるから、上記主張は理由がない。 

そこで、以下、救済方法について検討する。 

イ まず、会社に対して団体交渉応諾命令を発する必要があるか否かに

ついて検討する。 

本件立会団交は、再審査における調査の過程において、当委員会が

話合いによる解決を視野に入れ、組合及び会社に対して、当委員会の

委員の立会いの下で本件団体交渉事項についての団体交渉を行うこと

を提案したところ、組合及び会社がこの提案を受け入れたことにより

実施されたものであり（前記第３の４⑵）、自主的な団体交渉とは異

なる経緯で行われたものであって、時間的な制約もあった。しかし、

行われた団体交渉の内容が通常労使間で行われる団体交渉と実質的に

異なるものでなければ、更に重ねて団体交渉を行う必要性は失われる

こともあるといえよう。  

そこで、本件立会団交において、本件団体交渉事項について実質的

な交渉が行われたか否かについて検討する。 

ウ(ｱ) 本件立会団交の状況は、次のとおりであった（前記第３の５）。 

ａ 会社において、従業員の昇進等は取締役会で審議決定されてい

るところ、本件立会団交における会社側の出席者は、Ｂ１社長、
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Ｂ２専務取締役及びＢ３取締役であり、従業員の昇進等に関する

手続等を熟知し、また、本件団体交渉事項である昇進問題につい

て権限を有する者が出席していたと認められる。 

ｂ 本件立会団交においては、まず、Ａ１委員長が、令和３年４月

１日の時点で両組合員が昇進しなかった理由を質問したのに対し

て、Ｂ２専務は、昇進に至る流れを記載した資料を配付の上、昇

進は４月と１０月に行われ、上司からの上申を受けて取締役会で

審議されること、Ａ２組合員の係長への昇進に係る上申書は、上

司であるＡ４組合員から同年４月の昇進に係る審議後に提出され

たことから、同年１０月に審議されて係長に昇進したことを説明

した。この説明に対し、Ａ４組合員が、組合が聞きたいのは、後

輩の社員Ｂ、Ｃの昇進が先なのはなぜか、単純にそれだけである

旨問うと、Ｂ２専務は、勤続年数とかではなく、上申がなかった

ことが理由である旨回答している。その後、Ｂ３取締役から、取

締役会で審議されるための形式的要件として上司の上申が必要で

あり、また、実質的要件として、取締役会の承認が必要であるが、

承認するか否かの判断においては、勤続年数も関係ないというこ

とではなく、いろいろなものを総合考慮して審議している旨説明

されたのに対し、Ａ１委員長が、いろいろなといって曖昧にせず

具体的に述べるよう求めると、Ｂ１社長は、年齢は関係なく、①

上申の内容、そのほか②勤続年数はある程度考慮されること、③

営業成績なども考慮されることを繰り返し説明し、また、上申の

内容（上司の評価）について、前件団体交渉事項に関して配付さ

れた査定表のような表や点数などの基準があるのかとの質問に対

し、基準はない旨を説明している。 

上記の説明に加え、Ｂ２専務は、Ａ２組合員が令和３年１０月
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に昇進した理由として、上司であるＡ４組合員の上申の内容が従

前と異なり、Ａ２組合員に対する評価が昇進を認めるのに相応し

い内容となっていたことを上申書の内容を挙げて詳細に説明し、

また、Ａ３組合員に求められて同人の人事考課の点数を答え、同

人が昇進しなかったのは、上司からの上申がなかったためである

ことを説明している。 

そして、本件立会団交の終盤において、Ａ１委員長は、Ａ３組

合員は上司の上申がなかったから昇進対象にならなかったという

のが会社の見解であるが、昇進の対象になると思える従業員につ

いて、上申がなかった場合に苦情を言える場であるとか、別途上

司が上申する機会を設けることなども含んでおいてほしいと述べ

た。 

(ｲ)ａ 以上のとおり、会社は、昇進の手続について、資料を配付の上、

昇進の要件を挙げて繰り返し説明を行い、この説明により、組合

が本件団体交渉事項に関し強く求めていた、令和３年４月時点で

両組合員が昇進されなかった点については、取締役会で審議する

ための上司による昇進に係る上申がなかったことが理由であるこ

とが明らかとなった。また、会社は、Ａ２組合員が同年４月に昇

進せず１０月に昇進した理由についても説明している。このよう

に、会社は、組合の要求に応じて相応の説明をしたものと評価す

ることができる。 

そして、本件立会団交の終盤において、Ａ１委員長が、Ａ３組

合員は上司の上申がなかったから昇進対象にならなかったという

のが会社の見解であるなどと述べていることからすると、本件立

会団交における会社の説明により、昇進について取締役会で審議

されるための形式的要件として上司の上申が必要であること、令
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和３年４月に両組合員が昇進されなかったのは、第一義的には取

締役会で審議するための上司による昇進に係る上申がなかったこ

とが理由であることについて、組合も理解したものとみることが

できる。 

また、会社は、取締役会で従業員を昇進させるか否かを審議す

る際に考慮する事情等についても、相応の説明をしている。 

ｂ(a) なお、組合は、両組合員が昇進しない理由について会社から

説明を受け、その上で、組合員であるが故の昇進差別であると

の見解を述べたいと考えていたのであり、組合が掌握している

昇進者と比較するために、会社からの説明や資料提出を求める

ことなどが「上記の関連事項」となることを予定していたと主

張し、実際にも本件立会団交において昇進した従業員のデータ

の提供を求めている（前記第３の５⑵オ）。 

これに対し、会社は、プライバシーに関わることなので無理

であると回答したものの、組合から、組合員の昇進に係る疑念

を解消するには、比較対象となる者の資料を提供する必要があ

る、昇進がない場合、あっても遅い場合に正当か否かを判断す

るために資料がいるとし、さらには、労使関係では、賃金の高

い低いなど、全てのデータを公開しないと分からないとして重

ねて従業員の個人情報に関わるデータの提供を求められたのに

対し、最終的には、Ｂ１社長が、組合が昇進において組合員差

別があったと主張していることは、今日の立会団交で理解した

旨、会社側として、出せる資料があれば出していきたい、検討

したいと回答している（同上）。 

(b) 誠実団体交渉応諾義務との関係で、使用者がいかなる情報・

資料をどの程度提示すべきかは、事案における交渉事項及び組
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合の主張、使用者の説明の内容、要求された資料、当該交渉の

経過等により判断される。 

会社は、本件立会団交において、昇進に係る取締役会での審

議では、昇進の実質的要件として、取締役会の承認が必要であ

るが、承認するか否かの判断においては、①上申の内容、その

ほかには②勤続年数はある程度考慮される、③営業成績なども

考慮されるが、査定表のような表や点数などの基準はない旨説

明している（上記(ｱ)ｂ）。他方、組合は会社に対し、両組合

員と比較する昇進者のデータとしてどのようなものを求めるの

か具体的に示していないばかりか、上記(a)のとおり、賃金の

高い低いなど、全てのデータを公開しないと分からないなどと

述べ、昇進に係る取締役会の審議において考慮されることのな

い可能性のある個人のデータの提供をも求めている。 

もとより、このような個人データはプライバシーに関わるも

のであるから、その多くは性質上、会社において、これを直ち

に組合に提供することができるものではない。このような会社

の説明、組合の要求、交渉の状況及び組合が提供を求めるデー

タの性質等を踏まえれば、Ｂ１社長が、出せる資料があれば出

していきたい、検討したいとの回答に留まったことは十分理解

できるものであり、このような会社の対応をもって不誠実であ

ったと認めることはできない。 

組合は、Ｂ１社長の上記回答もその場限りの発言で放置され

たままであると主張するが、少なくとも本件再審査結審までの

間に、組合から会社に対して、改めて本件団体交渉事項を議題

とする団体交渉を申し入れておらず、上記検討結果を示すよう

求めた事実も認められない（前記第３の６⑷）。 
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ｃ 以上によれば、本件団体交渉事項を議題とする本件立会団交は、

当委員会の提案により行われたものではあるが、会社は、本件立

会団交において、組合の要求に応じ、組合の理解を得るべく説明

を尽くしたと認められ、実質的な交渉が行われたものと評価する

ことができる。 

そうすると、現時点においては、会社に対して本件団体交渉事

項に関する団体交渉に応じることを命ずるまでの必要性は存しな

いというべきである。 

エ 他方で、前記アで指摘した諸般の事情に照らすと、本件の不当労働

行為に関する会社の責任を明確にした上で、今後、適切な時期に団体

交渉が実施されることを期し、本件と同様の行為の再発を防止するた

めには、会社に対して、主文第１項記載の文書の交付を命ずるのが相

当である。 

２ 結論 

以上のとおり、会社が本件団体交渉申入れに応じなかったことは労組法

第７条第２号の不当労働行為に該当するところ、これに対する救済方法と

しては、会社に対して文書の交付を命ずるのが相当であるから、会社の再

審査申立てに基づいて、初審命令の主文を本命令の主文第１項のとおり変

更し、会社のその余の再審査申立てを棄却することとする。 

よって、労組法第２５条、第２７条の１７及び第２７条の１２並びに労

働委員会規則第５５条の規定に基づき、主文のとおり命令する。 

 

  令和６年４月１７日 

                   中央労働委員会 

                     第三部会長 石 井  浩  


